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高齢社会対策大綱の策定のための検討会（第 7回） 
2024年 7 月 17 日 

慶應義塾大学商学部 
権丈善一 

1．ウェルビーイング、訳語は？
2．4 頁 2段落
次のようにしてはどうか。

日本老年学会・日本老年医学会「高齢者に関する定義検討ワーキンググループ報告書」
（平成 29 年３月）において、近年の高齢者の心身の老化現象に関する種々のデータの
経年的変化を検討した結果、特に 65～74 歳では心身の健康が保たれており、活発な社
会活動が可能な人が大多数を占めていることなどから、日本人高齢者の体力的な若返
りが指摘され、75 歳以上を高齢者の新たな定義とすることが提案された。7 年後の日
本老年学会「高齢者および高齢社会に関する検討ワーキンググループ報告書」（令和６
年６月）においても、75 歳高齢者提言が確認されており、65 歳以上を一律に「高齢者」
と見る一般的な傾向は、現状に照らせばもはや、現実的なものではない。 

＊平成 30 年版「高齢社会対策大綱」では、前年に出された日本老年学会・日本老年医学会
「高齢者に関する定義検討ワーキンググループ報告書」が紹介され、大綱の中に「65 歳以
上を一律に「高齢者」と見る一般的な傾向は、現状に照らせばもはや、現実的なものではな
くなりつつある」と記されていた。両学会からの高齢者再定義の提言から 7 年、前回の大綱
から 6 年も経ち、65 歳以上を高齢者とみる一般的傾向は、すでに現実的なものではなくな
っている。 
＊前回の平成 30 年版「高齢社会対策大綱」には、今回の報告書（案）の冒頭にある「基本
的考え方」の前に、「大綱策定の目的」が設けられていた。そこでは細かい数字は記されず、
大綱の概要が述べられ、そこに、「65 歳以上を一律に「高齢者」と見る一般的な傾向は、･･･
現実的なものではなくなりつつある」の文章が書かれていた。 
＊今回の高齢社会対策大綱にも、前回同様の「大綱策定の目的」を設けてはどうだろうか。 
3．5 頁第 1 段落  
雇用の質を高めて行くことに関する、第 6回の発言 
「まだ 65 歳迄の本格的な就労にはほど遠く、待遇がガタンと落ちる再雇用、非正規が一
般的です。この高齢法が義務付けている 65 歳迄の雇用の質を上げる、労働力の本格活用
を促す記述ができないかと考えています。」 
4 頁 5段落に「65 歳までの雇用についてはほぼ全ての企業で実施済みとなっている」こと
が記されているが、実施済みとなっている 65 歳までの雇用の質を高めていくことが課題
であることを明示してもらいたい。 
4．7 頁 3段落  
「具体的には、･･･ことが必要」 必要？ 
企業内の人的資源管理のあり方は、市場に位置する企業が考えればよく、「企業への専門
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家の派遣や助言の取組を強化する」ことは政策として必要なのだろうか？ 
5．8 頁 2段落  
「教育訓練プロバイダーや業界団体等の活用を促進するための取り組み」 必要？ 
6．9 頁 5段落  
次のようにしてはどうだろうか。 
かかりつけ医とリンクワーカーの連携強化を図るとともに、医学部における教育では社会
的処方に関する学びを → 医師とリンクワーカーの連携強化を図るとともに、医学部で
はプライマリ・ケア等の地域医療を支える医学教育を 1 
7．9 頁 6段落  
同様に、次も。 
かかりつけ医と福祉関係者の連携を → 医師をはじめとした医療関係者と福祉関係者の
連携を 
＊この報告書（案）で、上述の箇所で 2 回、「かかりつけ医」が用いられている。「かかり
つけ医」と「かかりつけ医機能」の間にも意味に距離があり、定義が流動的でもある用語
を使うかどうか検討する必要はあると思う。名称を変えようという団体もある。前回の大
綱では使われていない。 
8．10－11 頁 
社会保障教育と金融教育は独立ではない。 
社会保障、特に社会保険教育がベースとなり、これを補完する金融教育が自然なのではな
いだろうか 2。 
次の記事には違和感を抱く人はいる 
・大和証券が金融出張授業 渋谷幕張中・高で リテラシー高める - 日本経済新聞 (2024
年 6月 19 日)

1 「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会 第２次中間取りまとめ（2017 年
12 月）」を参照とした表現 
2 2019 年の 2000 万円騒動の後、金融庁はあおり営業や過剰契約への規制を強化して、「保
険会社向けの総合的な監督指針」を改正（2021年）し、現在の監督指針には基本的考え方
として「高齢化・少子化の時代を迎え、保険は、社会保障において公的部門を補完する役
割を果たすものとなっており」と明記され、業務の適切性に関しては「特定保険募集人等
の教育について：保険商品の特性に応じて、顧客が十分に理解できるよう、多様化した保
険商品に関する十分な知識や保険契約に関する知識の付与及び適切な保険募集活動のため
の十分な教育を行っているか。また、公的保険を補完する民間保険の趣旨に鑑みて、公的
保険制度に関する適切な理解を確保するための十分な教育を行っているか」などが記され
ている。なお、2000 万円騒動の顛末については、次を参照。 
・大江英樹「老後資金 2000万円問題は 3 年で"55 万円問題"に｣それをメディアが全く報じ
ない理由 | PRESIDENT WOMAN Online（2021 年 5月 26 日）
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9．14 頁 6 行目 
住宅政策と社会保障の連携を強化 → 社会保障政策としての住宅政策と既存の医療、介
護、福祉などの社会保障諸施策との強化 
＊全世代型社会保障構築会議報告書の中で、ようやく住宅政策が社会保障政策の中に位置
づけられたのに、報告書（案）にある書き方だと、やはり住宅政策と社会保障は別物であ
ると印象づけることにならないだろうか。 
10．17頁 3段落 
次のようにしてはどうだろうか。 

人は突然独居老人になるわけではない。高齢期における身寄りのない人が社会的孤立
に陥ることを防ぐために、全人的医療を行うプライマリ・ケア医と若いときから接す
る機会を持つことができるようにプライマリ・ケア医をしっかりと養成し、加えて地
域におけるインフォーマルな関係作りが重要となる。 

11．17頁 4段落 2行目 
地域の住宅事業者や不動産仲介業者、福祉機関、法律家等 → 地域の福祉機関、法律家
等、住宅事業者や不動産仲介業者 
＊続く文章では、「行政と民間事業者」の順 
12．18頁 1段落 
「市場原理で対応していく」？ 
＊今の時代、市場原理という言葉は、普通はネガティブなニュアンスで使われる。それ
は、公共政策としての施策の放棄を意味するからでもあるが、ここでは、そういう意味だ
ろうか。 
13．24 頁最終段落 
従来の「病院完結型」から･･･「地域完結型」へと転換が → 従来の「病院完結型」の
治す医療から･･･「地域完結型」の治し支える医療へと転換が 
14．25頁 4、5段落 
＊ACP の普及に当たっては、提供体制側の変革も必要である記述があった方がいいのでは
ないか。 
15．28頁 1段落 
「支え手のやりがいを確保する観点から･･･NPO 等に対する栄典の授与等、報酬以外のイ
ンセンティブを検討すべき」
リスキーな文章なのでは？


